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事　 業 　報 　告

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

　

Ⅰ 企業集団の現況
１．当連結会計年度の事業の状況

(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、景気の先行きについて不透明な状況で推移し

ておりましたが、政権交代を機に実施された大胆な金融緩和や財政出動により過度な円

高が修正され株価も上向くなど、景気回復への期待感が高まりました。しかしながら欧

州の債務問題等による世界経済の減速等の不安要素は解消されておらず、消費全般とし

てはいまだ厳しい状況のまま推移いたしました。

　このような状況の下、当連結会計年度における販売面では、新デザイン容器やマルチ

ＦＰ（ＭＦＰ：－40℃～＋110℃の耐寒・耐熱性を兼ね備え、耐油・耐酸性、断熱性に

優れた発泡ポリスチレン容器）に代表される新機能容器など、『エフピコフェア２０１

２』以降に上市した新製品（2,000アイテム超）の拡販は好調に推移いたしました。

　また、平成24年５月に上市したＰＥＴリサイクル透明容器「エフピコ エコＡＰＥＴ」

（登録商標）シリーズへの切替は順調で、平成24年11月に上市したマルチＦＰの製造工

程で発生する端材を活用したマルチソリッド（ＭＳＤ：マルチＦＰの特性を維持しつつ

シャープな形状の実現を可能とした非発泡ポリスチレン容器）の採用も進んでおり、透

明度をＯＰＳ並みとしたＰＰ耐熱透明容器も販売数量を大きく伸ばしております。

　さらに、平成24年11月よりＰＥＴ２軸延伸製品（耐熱性向上と強度アップを実現した

ＰＥＴ透明容器では世界初となる２軸延伸シートからの成型品）の販売を開始いたしま

した。このＰＥＴ２軸延伸製品につきましては、シート押出し機の納入遅れ及びその能

力の問題等により、製品上市が当初計画より大幅に遅れ、コストが先行して発生してい

ましたが、現在では安定して稼動できる体制を構築し本格的な生産体制に入っておりま

す。

　一方で、鶏卵パックや汎用製品を中心に価格競争が続き、不採算取引から撤退したこ

と等により、トレー容器の販売数量は前年割れとなりましたが、弁当・惣菜容器及び新

製品の販売が好調に推移したこともあり、製品販売数量は前期比101.9%となりました。

また、製品売上高は、前第２四半期連結会計期間に実施した製品値上げの影響を加え、

前期比101.8%となりました。

　商品売上高は、平成23年５月のアイ・ロジック中部ピッキングセンターの開設以来、

大手ユーザーへ食品用包装資材の納入を開始する等商品取扱量の拡大に努めたことによ

り、前期比101.2%となりました。
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　この結果、当連結会計年度の売上高は1,581億92百万円、前期に比べ25億10百万円の

増収（前期比101.6%）となりました。

　利益面におきましては、値上がりを続けていた原材料価格は第３四半期末以降急激に

高騰し、原材料コストが前期に比べ約15億50百万円増加したほか、関東八千代工場の新

設など積極的に進めている設備投資等による経費の増加が約15億30百万円となりました。

他方、新製品の販売が好調に推移したことや、グループ全体でのコスト改善及び前第２

四半期連結会計期間に実施した製品値上げの効果等による利益改善額は総額で約32億50

百万円となり、当連結会計年度の経常利益は151億22百万円、前期に比べ１億71百万円

の増益（前期比101.1%）、また当期純利益は88億46百万円（前期比109.3%）となりまし

た。

　　

　なお、当社グループの販売品目別の売上高概況は次のとおりであります。

分 類 主 要 品 目 売 上 高 構 成 比 前 期 比

製 品

ト レ ー 容 器 27,579百万円 17.4％ 96.2％

弁当・惣菜容器 80,660 51.0 105.0

そ の 他 製 品 6,845 4.3 90.5

小 計 115,085 72.8 101.8

商 品

包 装 資 材 34,145 21.6 101.5

そ の 他 商 品 8,960 5.7 100.0

小 計 43,106 27.2 101.2

合 計 158,192 100.0 101.6
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(営業活動の状況)

　平成25年３月５日～７日に開催した、『エフピコフェア２０１３』では、「明日の売

り場」の即戦力アイデアを集め、来場いただいた約１万３千人の皆様に、お役に立てる

有益な情報と新製品のご提案をさせていただきました。すでに多くのお客様に採用して

いただき、その効果が顕在化しつつあります。今後も新製品の拡販に加え、環境及びリ

サイクル、さらには物流サービスも含めたトータルでのお客様との取り組みを進めてま

いります。

(生産活動の状況及び環境活動への取り組み)

　平成24年７月より中部リサイクル工場にてＰＥＴメカニカルリサイクルプラント２号

機が稼動し、初期稼動時はＰＥＴリサイクル材料の調達不足により稼動率が低い状況に

ありましたが、現在では１号機と合わせ年間２万２千トン規模となるリサイクルＰＥＴ

フレークを生産しております。また、同年同月には関東八千代工場が竣工となり、低層

階はＰＳＰ製品及びＰＥＴ２軸延伸製品の生産工場、上層階は物流設備として稼動して

おります。

(物流活動の状況)

　物流設備をさらに拡充するため、九州地区（佐賀県神埼市）及び関西地区（神戸市）

において既存拠点の近隣に新たな用地を取得し、平成25年７月及び10月の稼動に向けて

ピッキングセンターを中心とした物流設備の建設に着手しました。

　また新たな計画として、東京都八王子市に用地を取得し、新たな物流拠点の建設に着

手するほか、広島県福山市においてクロスドックセンターを着工いたします。

　平成24年12月末には、例年以上に受注ピークが集中し、緊急手配等の対応を行いまし

たが、関東の一部で配達遅延が起きるなど、お客様にご心配をおかけしました。これら

物流投資により12拠点：約４万坪のピッキングセンターと、８拠点：約13万坪の物流セ

ンターにより、全国をフルカバーする物流ネットワークを再構築し、いかなる状況にも

柔軟に対応できる体制づくりを進め、衛生的な環境で高品質な物流サービスを全国レベ

ルで提供してまいります。

(社会貢献活動への取り組み)　
　社会的責任としての障がい者雇用の促進につきましては、障がい者雇用率は16.1%（平
成25年３月末現在）となっており、全国21ヵ所（成型工場：３ヵ所、組立工場：９ヵ所、
選別工場：９ヵ所）の事業所で計403名に雇用の機会を提供しております。
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(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は150億
87百万円で、その主なものは次のとおりであります。
①　当連結会計年度中に取得した主要設備
・当社関東八千代工場の設備（物流倉庫を含む） 66億28百万円

②　当連結会計年度中において継続中の主要設備の新設、拡充
・当社新関西配送センターの設備 13億61百万円

③　当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　該当事項はありません。　 　

　

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度における資金調達の主な内訳は、次のとおりであります。設備資金と

して、日本銀行の「成長基盤強化を支援するための資金供給策(新貸出制度)」を利用し

た銀行借入、総額30億円の調達をしております。

　また、総額150億円のコマーシャル・ペーパー(CP)の発行を継続して行っているほか、

資金調達手段の多様化に対応するため、金融機関との間で総枠80億円のコミットメント

ライン契約も締結しております。さらに、グループ内資金の効率化を図るためキャッシ

ュマネジメントシステム(CMS)を活用して、資金の一元管理を行っております。　

　

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。　

　

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。

　

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。　
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２．企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第 48 期

(平成22年３月期)
第 49 期

(平成23年３月期)
第 50 期

(平成24年３月期)

第 51 期
(当連結会計年度)
(平成25年３月期)

売  上  高 (百万円 ) 124,918 140,720 155,681 158,192

当期純利益(百万円) 7,114 7,959 8,093 8,846

１株当たり当期純利益(円) 340.67 380.90 391.03 427.41

総  資  産 (百万円 ) 137,720 155,738 165,964 172,260

純  資  産 (百万円 ) 59,808 64,440 70,202 76,682

１株当たり純資産額(円) 2,860.36 3,111.61 3,390.22 3,703.92

(注)１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に

より算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済株式総数は、それぞれ自己株式

の数を控除して計算しております。

　

３．重要な子会社の状況（平成25年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

エ フ ピ コ 商 事 株 式 会 社 400百万円 100.0％ 簡易食品容器の原材料及び製商品の販売

株式会社エフピコモダンパック 96 100.0 食品関連包装資材の販売

エフピコチューパ株式会社 100 100.0 簡易食品容器の製造販売

エ フ ピ コ 物 流 株 式 会 社 480 100.0 倉庫業及び貨物運送事業

株式会社アイ・ロジック 80 100.0 運送・倉庫管理運営事業

株 式 会 社 ア ル ラ イ ト 10 100.0 段ボール・プラスチックフィルムの製造販売

インターパック株式会社 400 100.0 食品関連包装資材の販売

ダ イ ヤ フ ー ズ 株 式 会 社 86 100.0 簡易食品容器の製造販売
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４．対処すべき課題

　消費の低迷、原材料価格の上昇など、経営環境が厳しさを増しているなかで、当社グル

ープといたしましては、以下の重点施策「中期的な会社の経営戦略」を着実に実行すると

ともに、これまでに培ってきた経営基盤の整備強化の成果を踏まえ、よりコスト競争力の

ある、安定した利益を確保しうる強固な企業体質の形成を目指してまいります。

　

（中期的な会社の経営戦略）

　当社グループの経営方針の実現及び目標とする経営指標を実現するために、「食品容器

を通じて、お客様の快適な食生活を創造する企業グループ」を目指し、メーカーとして

「もっとも高品質な製品」を「どこよりも競争力のある価格」で「必要な時に確実にお届

けする」という基本３本柱を追求してまいります。

　食環境の一翼を担う企業としての責任を果たすべく、素材開発力・製品開発力・販売

力・物流力の強化及び品質、生産性、サービスの向上を図り、トータルコストの低減に努

め、確固たる経営基盤づくりを進めてまいります。これまでに培ってきた経営基盤を生か

し、企業統合や事業譲受など、積極的なマーケット拡大を進めてまいります。

　

(1) 技術革新と製品開発

　最新鋭の生産設備の導入と更新を行い、製品の軽量化、新機能開発、新素材開発など、

総合的な技術革新を推し進め、高品質で高付加価値な製品、低価格でありながら品質と

機能を兼ね備えた製品等、お客様のニーズに対応した製品開発のスピードを早めてまい

ります。

　

(2) 提案型企業（問題解決型企業）の実現

　市場の品質や機能・用途に対する要求の高まり、中食市場・個食市場の拡大、これら

食環境の変化を先取りし、お客様のニーズに即した製品を提供し、容器を通じて売り場

の差別化を図ってまいります。

　お客様の環境への取り組み・流通コストの削減に対しては、「エフピコ方式」のリサ

イクルやエフピコのもつ物流ネットワークの提供等、小売業界が抱える問題解決に対し

トータルで提案してまいります。
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(3) 供給体制の強化

　サプライチェーンマネジメント（ＳＣＭ）のさらなる充実に努め、トータルコストの

最適化と低減を目指した調達・生産及び物流体制の整備に取り組んでまいります。

　全国を網羅する物流ネットワークを最大限に活用し、より高い次元で合理化された物

流サービスを提供するとともに、クリーンな環境で、誤出荷などのお客様クレームゼロ

を念頭に置き、鋭意努力してまいります。

　

(4) 環境経営の推進

　「環境経営５ヵ年計画」を発展させた環境経営の新中期計画「エフピコエコアクショ

ン５０：ＦＰＥＡ５０」を実行してまいります。

　また、循環型リサイクルの「エフピコ方式」を確立した当社ならではの環境への取り

組みを推し進め、発泡スチロール製食品用トレーや透明食品容器及びＰＥＴボトルの自

主的回収を加速し、再商品化製品（「エコトレー」「エコＡＰＥＴ」）の普及等、業界

を牽引する各種施策を実施してまいります。　

　

(5) 社会的責任を重視した活動

　障がい者就労支援に積極的に参画し、地域社会からの信頼を得るための活動を進めて

まいります。

　また、リサイクル工場・回収選別工場等の見学や展示会など様々な機会を通じて消費

者の皆様とのコミュニケーションを深め、「安全・安心」をキーワードに、トレーサビ

リティもさらに強化し、製品の安全衛生・品質管理に努めてまいります。

　

(6) 知的財産権の強化

　当社グループの独自性・差別化を市場においてより確実なものとするため、特許や実

用新案・意匠登録などの申請を進め、知的財産権の取得により企業価値を高めてまいり

ます。
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(7) マーケット拡大への備え

　開発力・生産力・物流力・情報力・リサイクル、物流・情報ネットワーク、これらエ

フピコの培ってきたリソースとインフラを有機的に結合し、マーケットの拡大に備えて

まいります。

　

　株主の皆様には、何卒、一層のご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

　
５．主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

事 業 区 分 主 要 製 品

簡易食品容器関連事業
簡易食品容器（トレー容器・弁当容器・折箱容器・紙容器・鶏卵パック等）
包装資材（業務用ラップ・ポリ袋・レジ袋・ＦＰマット等）
合成樹脂製簡易食品容器の回収選別事業

商 事 関 連 事 業 金型・機械販売事業（成型金型・機械等）

そ の 他 の 事 業
賃貸事業（不動産賃貸・リース・レンタル）
段ボール製造事業



2013/05/23 22:58:40 ／ 13918020_株式会社エフピコ_招集通知

主要な営業所及び工場

－ 9 －

６．主要な営業所及び工場（平成25年３月31日現在）

名　　　　　　　　　称 所　　　　　　在　　　　　　地

当 社

本 社 広島県福山市 　

東 京 本 社 東京都新宿区 　

大 阪 支 店 大阪府豊中市 　

営 業 所

札幌(札幌市中央区)
新潟(新潟市中央区)
名古屋(名古屋市中村区)
広島(広島市西区)
福岡(福岡市博多区)

仙台(仙台市青葉区)
静岡(静岡市駿河区)
北陸(石川県金沢市)
四国(香川県高松市)
　

工 場

北海道(北海道石狩市)
関東八千代(茨城県結城郡)
関東下館(茨城県筑西市)
中部(岐阜県安八郡)
笠岡(岡山県笠岡市)
神辺(広島県福山市)
九州(佐賀県神埼郡)

山形(山形県寒河江市)
関東(茨城県結城郡)
関東つくば(茨城県下妻市)
近畿亀岡(京都府亀岡市)
福山(広島県福山市)
四国(高知県南国市)
　

リ サ イ ク ル 工 場
関東(茨城県結城郡)
福山(広島県福山市)

中部(岐阜県安八郡)
　

選 別 セ ン タ ー

北海道(北海道石狩市)
関東(茨城県結城郡)
中部(岐阜県安八郡)
西宮(兵庫県西宮市)
九州(佐賀県神埼市)

山形(山形県寒河江市)
東海(静岡県駿東郡)
金沢(石川県金沢市)
福山(広島県福山市)
　

配 送 セ ン タ ー

北海道(北海道石狩市) 東北(山形県寒河江市)
関東ハブセンター(茨城県結城郡) 東京(千葉県船橋市)
中部(岐阜県安八郡)
福山(広島県福山市)

関西(兵庫県西宮市)
九州(佐賀県神埼郡)

ピッキングセンター

北海道(北海道石狩市)
新潟(新潟県長岡市)
西関東(東京都町田市)
中部(岐阜県安八郡)
福山(広島県福山市)
九州(佐賀県神埼郡)

東北(宮城県黒川郡)
関東(茨城県結城郡)
東京(東京都江東区)
関西(兵庫県西宮市)
広島(広島県廿日市市)
　

エフピコ商事株式会社 本 店 広島県福山市 　

株式会社エフピコモダンパック 本 店 広島県福山市 　

エフピコチューパ株式会社 本 店 東京都新宿区 　

エフピコ物流株式会社 本 店 広島県福山市 　

株式会社アイ・ロジック 本 店 東京都新宿区 　

株 式 会 社 ア ル ラ イ ト 本 店 岡山県笠岡市 　

インターパック株式会社 本 店 千葉市稲毛区 　

ダイヤフーズ株式会社 本 店 大阪府池田市 　
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７．使用人の状況（平成25年３月31日現在）

(1) 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減 数

3,977名 196名増

(注)１.上記使用人数には、準社員435名を含んでおります。

２.上記使用人数には出向者を除き、社外からの被出向者を含んでおります。

　

(2) 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

712名 5名増 39.0歳 12年10ヵ月

(注)１.上記使用人数には、準社員１名を含んでおります。

２.上記使用人数には出向者を除き、社外からの被出向者を含んでおります。

　

８．主要な借入先の状況（平成25年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 も み じ 銀 行 4,231百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,100

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 4,047

株 式 会 社 中 国 銀 行 3,500

株 式 会 社 広 島 銀 行 2,770

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,069

株 式 会 社 山 口 銀 行 1,850

農 林 中 央 金 庫 1,821

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,770

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 1,372

　

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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Ⅱ 会社の現況
１．株式の状況（平成25年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 60,000,000株
(2) 発行済株式の総数 22,142,106株
(3) 株主数 3,245名
(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 小 松 安 弘 興 産 6,041千株 29.19％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 1,019 4.92

積 水 化 成 品 工 業 株 式 会 社 716 3.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 629 3.04

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エヌエイ
ロンドン　エス　エル　オムニバス　アカウント

451 2.18

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
( 退 職 給 付 信 託 積 水 化 成 品 工 業 口 )

450 2.17

ジェーピーモルガンチェースバンク38 5 1 7 4 441 2.13

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 440 2.13

エ フ ピ コ 共 栄 会 438 2.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井住友信
託銀行再信託分・株式会社もみじ銀行退職給付信託口)

381 1.84

(注)１.持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２.持株比率は、自己株式（1,444,164株）を控除して計算しております。
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２．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成25年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 小 松 安 弘

最高経営責任者（ＣＥＯ）
エ フ ピ コ 商 事 株 式 会 社
株式会社エフピコモダンパック
エフピコチューパ株式会社
イ ン タ ー パ ッ ク 株 式 会 社
ダ イ ヤ フ ー ズ 株 式 会 社
株 式 会 社 小 松 安 弘 興 産
株式会社ＨＹコーポレーション

　
代表取締役会長兼社長
代表取締役社長
代表取締役会長
代表取締役会長
代表取締役会長
代表取締役社長
代表取締役会長

代表取締役社長 佐 藤 守 正 最高執行責任者（ＣＯＯ）

代表取締役専務 下 田 正 輝 生産本部管掌兼業務改革推進室管掌

代表取締役専務 笹 　 部 　 太 一 郎 第一営業本部本部長兼第二営業本部管掌

常 務 取 締 役 池 上 　 功
経理財務本部本部長兼経営企画室ジェネラルマネージャ
ー兼秘書室東京本社管掌

常 務 取 締 役 金 子 　 誠 総務人事本部本部長

常 務 取 締 役 髙 西 智 樹 第二営業本部本部長

取 締 役 土 利 川 　 泰 　 彦
秘書室ジェネラルマネージャー兼アドバイス本部第二営
業本部担当兼環境対策室管掌

取 締 役 安 田 和 之
ＳＣＭ本部本部長兼ＳＣＭグループ企画部ジェネラルマ
ネージャー兼情報システム部管掌

取 締 役 高 橋 正 伸 第一営業本部副本部長兼東日本統括マネージャー

取 締 役 永 井 信 幸 生産本部本部長

取 締 役 岡 　 恒 治
東京営業第１部ジェネラルマネージャー兼ストア支援事
業部管掌兼容器開発部管掌

取 締 役 江 崎 義 隆 商事本部本部長兼海外統括室ジェネラルマネージャー

取 締 役 髙 橋 　 稔
アドバイス本部本部長兼アドバイス本部第一営業本部担
当兼法務・コンプライアンス統括室ジェネラルマネージ
ャー

取 締 役 佐 藤 　 修 広域営業部ジェネラルマネージャー

取 締 役 末 　 吉 　 竹 二 郎 　

常 勤 監 査 役 唐 井 正 純 　

常 勤 監 査 役 小 林 敏 朗 　

常 勤 監 査 役 坂 田 幹 彦 　

常 勤 監 査 役 中 居 敏 郎 　
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(注)１．取締役末吉竹二郎氏は、社外取締役であります。

２．監査役坂田幹彦氏及び中居敏郎氏は、社外監査役であります。

３．当社は、監査役坂田幹彦氏を東京証券取引所及び大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、両取引所に届け出ております。

４．当事業年度に係る役員の重要な兼職状況は、以下のとおりであります。

・取締役佐藤守正氏は、エフピコチューパ株式会社、株式会社アイ・ロジック、インターパック

株式会社及びダイヤフーズ株式会社の取締役を兼務しております。

・取締役笹部太一郎氏は、株式会社アイ・ロジックの取締役を兼務しております。

・取締役髙西智樹氏は、株式会社アイ・ロジックの取締役を兼務しております。

・取締役永井信幸氏は、エフピコチューパ株式会社及びダイヤフーズ株式会社の取締役を兼務し

ております。

・取締役江崎義隆氏は、エフピコ商事株式会社の取締役を兼務しております。

・取締役佐藤修氏は、エフピコチューパ株式会社及びダイヤフーズ株式会社の取締役を兼務して

おります。　

・監査役坂田幹彦氏は、エフピコチューパ株式会社、インターパック株式会社及びダイヤフーズ

株式会社の監査役を兼務しております。

・監査役中居敏郎氏は、エフピコ物流株式会社、株式会社アイ・ロジック及び株式会社アルライ

トの監査役を兼務しております。
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(2) 当事業年度中の取締役及び監査役の異動

①退任

　平成24年６月28日開催の第50回定時株主総会終結の時をもって、取締役瀧崎俊男氏

は退任され、平成24年５月31日をもって、取締役日比輝義氏は辞任いたしました。

　
②当事業年度中の取締役の地位及び担当等の異動

氏 名 新 旧 異 動 年 月 日

笹　部　太一郎
代表取締役専務第一営業本部本
部長兼第二営業本部管掌

専務取締役第一営業本部本
部長兼第二営業本部管掌

平成24年６月28日

池 上 　 功

常務取締役経理財務本部本
部長兼経営企画室ジェネラ
ルマネージャー兼秘書室東
京本社管掌

常務取締役経営企画室ジェ
ネラルマネージャー兼経理
財務本部管掌兼秘書室東京
本社管掌

平成24年６月28日

安 田 和 之

取締役ＳＣＭ本部本部長兼
ＳＣＭグループ企画部ジェ
ネラルマネージャー兼情報
システム部管掌

取締役ＳＣＭ本部本部長兼
情報システム部管掌

平成24年４月１日

高 橋 正 伸
取締役第一営業本部副本部長兼
東日本統括マネージャー

取締役第一営業本部副本部
長兼東京営業第３部ジェネ
ラルマネージャー

平成24年４月１日

江 崎 義 隆
取締役商事本部本部長兼海
外統括室ジェネラルマネー
ジャー

取締役商事本部本部長 平成24年４月１日

髙 橋 　 稔

取締役アドバイス本部本部
長兼アドバイス本部第一営
業本部担当兼法務・コンプ
ライアンス統括室ジェネラ
ルマネージャー

取締役法務・コンプライア
ンス統括室ジェネラルマネ
ージャー兼アドバイス本部
第一営業本部担当

平成24年６月28日

佐 藤 　 修
取締役広域営業部ジェネラ
ルマネージャー

取締役東京営業第２部ジェ
ネラルマネージャー

平成24年４月１日
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 （ う ち 社 外 取 締 役 ） 18名（1名） 374百万円（11百万円）

監 査 役 （ う ち 社 外 監 査 役 ） 4名（2名） 59百万円（27百万円）

合 計 22名（3名） 434百万円（38百万円）

(注)１．平成18年６月29日開催の第44回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額400百万円以内
（使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない。）、監査役の報酬額を年額80百万円以内と決
議いただいております。

２．上記の人数には、平成24年５月31日をもって辞任した取締役１名及び平成24年６月28日をもっ
て退任した取締役１名を含んでおります。

３．上記の報酬等の総額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額が、65百万円（取
締役15名に対し58百万円、監査役４名に対し６百万円、うち社外役員２名に対し３百万円）含
まれております。

４．上記のほか、平成24年６月28日開催の第50回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を次
のとおり支給しております。
　退任取締役　　　　２名　　　　23百万円
　なお、この金額の中には、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた退職慰労
引当金の繰入額（取締役分21百万円）が含まれております。　
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(4) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況

①取締役会及び監査役会への出席状況

地 位 ・ 氏 名
取締役会（17回開催） 監査役会（16回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 末　吉　竹二郎 15回 88.2％ －回 －％

監 査 役 坂 田 幹 彦 17 100.0 16 100.0

監 査 役 中 居 敏 郎 16 94.1 16 100.0

　

②当社または当社の特定関係事業者との親族関係

監査役中居敏郎氏は、当社社員の三親等以内の親族であります。

　

③取締役会及び監査役会における発言状況

取締役末吉竹二郎氏は、国際的な環境問題、企業の社会的責任に関する見識と豊富

な経験に基づき、環境保全・社会貢献に対する企業の役割等について積極的に発言を

行っております。

また、監査役坂田幹彦及び中居敏郎の両氏は、それぞれ豊富な経験と専門的知識等

に基づき、経営の透明性と客観性向上について積極的に発言を行っております。

　

④重要な兼職先と当社との関係

監査役坂田幹彦氏は、エフピコチューパ株式会社、インターパック株式会社及びダ

イヤフーズ株式会社の監査役を兼職し、これら３社と当社との間で、継続的営業取引

を行っております。

監査役中居敏郎氏は、エフピコ物流株式会社及び株式会社アイ・ロジックの監査役

を兼職し、これら２社と当社との間で、製商品の保管及び配送業務委託、運送及び倉

庫管理運営業務を行っております。また、株式会社アルライトの監査役を兼職し、当

社との間で、継続的営業取引を行っております。
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３．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 会計監査人の報酬等の額

区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 44百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

44

(注)当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査報酬額と金融商品取引法に基づ

く監査報酬額を区分しておりませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載

しております。

　

(3) 非監査業務の内容

　当社は、グループ会社を含めた経理部門の経理処理能力の更なる向上を目指した社員

研修の講師業務に関する報酬を支払っております。

 　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、当該会計監査人が、会社法や公認会計士法等の法令に違反または抵触し

た場合並びに職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した時は、監査役

会の同意を得たうえで、当該会計監査人の解任または不再任に関する議題を株主総会に

提案します。また、監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

事由に該当すると判断した場合は、全員一致の決議により、当該会計監査人を解任しま

す。
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４．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

　

(1)　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制と損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①コンプライアンス、リスク管理に関する体制

イ．コンプライアンス、リスク管理に関する体制

　コンプライアンス、リスク管理に関する体制は、既に設置されているリスク・

コンプライアンス委員会をもってこれにあたるものとし、同委員会の事務局を、

法務・コンプライアンス統括室に置く。また、公益通報者保護法の施行を受け、

法令違反行為等が発生した場合の対応として、内部通報制度を整備し、役員及び

社員に対してその周知を図るものとする。

　

ロ．コンプライアンス、リスク管理に関する規程

　役員及び社員が、高い倫理観と社会的良識を持ち、コンプライアンス精神の浸

透を図ることを目的に制定した「エフピコ行動憲章」、「エフピココンプライア

ンス行動規範」を会社法の精神に則り、再度役員及び社員に対して周知を図るも

のとする。コンプライアンス、リスク管理に関する規程は、制定済の「リスク・

コンプライアンス委員会規則」、「リスク管理規程」、「危機管理規程」とする。

また、その他の社内規程と併せ、各規程に則して行動することにより、取締役及

び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する。

　

②モニタリング体制

業務執行部門とは独立した社長直轄の監査室による内部監査を実施し、業務執行部

門のリスク管理状況、コンプライアンス状況も含めモニタリングを行う。これにより、

使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する。

　

③情報開示統制

法定開示及び適時開示に関係する情報は、秘書室に情報集約し、関係部門と協議の

上、開示の必要性要否の判断を行う。より一層透明性を確保し健全性を図るため、情

報開示体制並びに社内規程の整備を行うものとする。
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④反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方は、「エフピコ行動憲章」、「エフピコ

コンプライアンス行動規範」で定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的
勢力及び団体とは関係を持たず、不当・不法な要求には一切応じないものとする。反
社会的勢力に対する対応は、総務部が総括し必要に応じて警察等の外部専門機関と連
携して対処する。
　

(2)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務に係る情報の保存・管理は、「文書管理規程」で定め、適正な運用を
図るものとする。保存文書の保存年限は、関係法令で定められた期間とし、必要に応
じて閲覧可能な状態を維持するものとする。
　

(3)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　会社法の規定に基づき、取締役会、監査役及び監査役会、会計監査人を置く。また、
経営に関する重要事項を協議する機関として、経営会議を設置する。　
　取締役は「取締役会規程」、監査役は「監査役会規程」、「監査役監査基準」に則
り、各々の職務を遂行する。これをもって、取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保し、監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制とする。
　

(4)　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①企業集団のガバナンス体制
イ．企業倫理、コンプライアンス
　当企業集団は、共通の高い倫理観と社会的良識を持ち、コンプライアンス精神
の浸透を図る。このため、「エフピコ行動憲章」、「エフピココンプライアンス
行動規範」を当企業集団に属する役員及び社員に適用するよう整備する。

　
ロ．コンプライアンス、リスク管理に関する体制
　当社のリスク・コンプライアンス委員会の活動目的、審議事項などを当企業集
団に適用するよう整備する。これにより、当企業集団におけるコンプライアンス、
リスク管理に関する体制は、リスク・コンプライアンス委員会をもってこれにあ
たる。また、公益通報者保護法の施行を受け、法令違反行為等が発生した場合の
対応として、当企業集団に適用する内部通報制度を整備し、当企業集団に属する
役員及び社員に対してその周知を図るものとする。

　
②関係会社の管理
「グループ運営規程」をもって、関係会社の管理を有効的、効果的に行う。
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③モニタリング体制
当企業集団におけるモニタリング体制は、業務執行部門とは独立した社長直轄の当

社監査室による内部監査を実施し、各子会社の業務執行部門のリスク管理状況、コン
プライアンス状況も含めモニタリングを行う。これにより、企業集団における業務の
適正を確保する。
　
④情報開示統制
当社が行っている法定開示及び適時開示に関係する情報開示統制を当企業集団に適

用するよう整備し、企業集団としてより一層透明性を確保し健全性を図るため、情報
開示統制を強化するものとする。
　

(5)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項、また、その使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役会の決定により、当面の間、監査役の職務を補助すべき使用人は置かないこ
ととする。　
　

(6)　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す
る体制
　取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合に
は、速やかに報告を行わなければならないものとし、取締役は、「取締役会規程」及
び「監査役会規程　細則」に則り、監査役への報告を遅滞なく行う。また、内部通報
制度を整備し、使用人が、職場における法令違反行為等の事実を知ったときは、監査
役への報告を遅滞なく行うよう、役員及び社員に対してその周知を図るものとする。
　

(7)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、「監査役会規程」、「監査役監査基準」に則して行動するとともに、会
計監査人、監査室と緊密な連携を保ち、合理的な監査に努めることで監査役の監査が
実効的に行われることを確保するものとする。
　また、必要な場合には、専門家（弁護士・公認会計士・税理士・コンサルタント等）
との意思疎通を図るなどの対応を行うこととする。
　

５．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社グループは、株主の皆様への利益向上に見合った利益還元を最重要課題の一つと考
え、収益力の向上と財務体質の強化を図るとともに、継続的かつ安定的な配当を実施して
まいります。内部留保につきましては、経営体質の充実強化とともに、事業拡大に向けて
の戦略投資等の機動的な実施に備えてまいります。これらを総合的に勘案しながら連結ベ
ースでの配当性向30%を目途としております。
　平成25年３月期の期末配当金については、１株につき65円とさせていただきます。これ
により、中間配当金64円と合わせますと年間配当金は129円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日現在）

(単位：百万円)

資 産 の 部 　 負 債 の 部

科 目 金 額 　 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

リース債権及びリース投資資産

販 売 用 不 動 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

73,843

14,060

36,450

18

12

16,585

116

2,807

1,144

2,245

433

△30

98,416

90,647

37,645

9,830

27,805

9,977

1,765

3,622

2,046

1,127

918

5,722

3,388

1,100

1,298

△64

　流 動 負 債 64,499

　 買 掛 金 21,051

　 短 期 借 入 金 15,066

　 コマーシャル・ペーパー 15,000

　 リ ー ス 債 務 2,695

　 未 払 金 4,247

　 未 払 法 人 税 等 2,692

　 未 払 消 費 税 等 246

　 賞 与 引 当 金 1,540

　 役 員 賞 与 引 当 金 93

　 そ の 他 1,865

　固 定 負 債 31,078

　 長 期 借 入 金 19,728

　 リ ー ス 債 務 7,931

　 繰 延 税 金 負 債 26

　 退 職 給 付 引 当 金 2,134

　 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,135

　 そ の 他 121

　負 債 合 計 95,578

　 純 資 産 の 部

　株 主 資 本 76,117

　 資 本 金 13,150

　 資 本 剰 余 金 15,843

　 利 益 剰 余 金 52,062

　 自 己 株 式 △4,938

　その他の包括利益累計額 546

　 その他有価証券評価差額金 546

　少 数 株 主 持 分 18

　純 資 産 合 計 76,682

資 産 合 計 172,260 　負 債 純 資 産 合 計 172,260

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

  （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高     158,192

売 上 原 価     109,510

売 上 総 利 益     48,681

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     34,117

営 業 利 益     14,564

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 6     

受 取 配 当 金 54     

受 取 賃 貸 料 98     

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 146     

受 取 開 発 負 担 金 319     

そ の 他 447 1,072

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 347     

そ の 他 167 514

経 常 利 益     15,122

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 26     

投 資 有 価 証 券 売 却 益 31 57

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 307     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1     

関 係 会 社 株 式 売 却 損 17     

そ の 他 58 385

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     14,794

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,798     

法 人 税 等 調 整 額 148 5,946

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益     8,847

少 数 株 主 利 益     1

当 期 純 利 益     8,846

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。



2013/05/23 22:58:40 ／ 13918020_株式会社エフピコ_招集通知

連結株主資本等変動計算書

－ 23 －

連結株主資本等変動計算書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

  （単位：百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成24年４月１日　残高 13,150 15,843 45,784 △4,938 69,840

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △2,566  △2,566

当 期 純 利 益   8,846  8,846

自 己 株 式 の 取 得       △0 △0

連結除外に伴う利益剰余金の
減 少 高

  △2  △2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 － － 6,277 △0 6,276

平成25年３月31日　残高 13,150 15,843 52,062 △4,938 76,117

 

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

平成24年４月１日　残高 330 330 31 70,202

連結会計年度中の変動額     

剰 余 金 の 配 当    △2,566

当 期 純 利 益    8,846

自 己 株 式 の 取 得    △0

連結除外に伴う利益剰余金の
減 少 高

　 　 　 △2

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

215 215 △12 202

連結会計年度中の変動額合計 215 215 △12 6,479

平成25年３月31日　残高 546 546 18 76,682

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項　

連結子会社の数 31社
　子会社は全て連結しております。
主要な連結子会社の名称
エフピコ商事株式会社、株式会社エフピコモダンパック、エフピコチューパ株式会社、
エフピコ物流株式会社、株式会社アイ・ロジック、株式会社アルライト、インターパック株式会社、
ダイヤフーズ株式会社

連結の範囲の変更に関する事項
エフピコ南郷株式会社は、当連結会計年度において、新たに設立したことにより連結の範囲に含めて
おります。
なお、前連結会計年度において連結子会社でありましたテイカ精密株式会社は、株式譲渡により、連
結の範囲から除外しております。
また、エフピコ中部物流株式会社はエフピコイーストロジ株式会社との合併により、エクセル物流株
式会社及びエフピコ九州物流株式会社はエフピコウエストロジ株式会社との合併により、連結の範囲
から除外しております。　

　
(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない関連会社の名称
株式会社石田商店

持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないため、持分法の適用から除外しております。

　
(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
　

(4) 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産
商品、製品、原材料及び仕掛品
月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定)を採用しております。
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販売用不動産
個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定)を採用しております。

貯蔵品
最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定)を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産(リース資産を除く)
主として定率法を採用しております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用
しております。
また、連結子会社のエフピコ商事株式会社が貸与目的で取得した有形固定資産及び倉庫事業を営む
子会社については、定額法を採用しております。
　(主な耐用年数）
　建物及び構築物 15～35年
　機械装置及び運搬具 ４～８年

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

ハ．リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。　

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計
上しております。

ハ．役員賞与引当金
当社及び一部の連結子会社は、役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額
に基づき計上しております。

ニ．退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法に
より費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(５年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度より損益処理しており
ます。

ホ．役員退職慰労引当金
当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年
度末要支給額を計上しております。
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④ のれんの償却に関する事項
のれんの償却は、金額の重要なもののみ発生日以降５年間の定額法により償却を行い、その他のもの
は発生時に全額償却しております。　

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

ロ．収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
売上高を計上せずに利息相当額を各期に配分する方法によっております。
　

２．会計方針の変更に関する注記

（補助金収入の会計処理の変更）

一部の子会社で実施するリサイクル事業等に係る障がい者雇用に対する助成金は、従来、営業外収益の
補助金収入として計上しておりましたが、当連結会計年度より売上原価から控除する処理に変更してお
ります。この変更は、ＰＥＴリサイクル事業への本格参入を決定したことを契機とし、平成25年３月期
中の中部ＰＥＴリサイクル工場等の本格稼動により障がい者雇用が増加、また、助成金も増加する見込
みであり、この傾向は今後も続くと考えられることから、当該事業の採算管理の考え方を連結計算書類
により適切に反映させるために行ったものであります。
当該会計方針の変更は遡及適用されていますが、当連結会計年度の期首の純資産への影響はありません。
　

３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 85,373百万円
(2) 国庫補助金の受入れにより、機械装置及び運搬具の

取得価額より控除した固定資産の圧縮記帳累計額
　　

338百万円
(3) 連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、
当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度
末残高に含まれております。

 受取手形 2,558百万円
(4) 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結してお
ります。
これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 41,100百万円
借入実行残高 6,800百万円
差引額 34,300百万円
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４．連結損益計算書に関する注記
売上原価からの控除項目
　　売上原価から控除している障がい者雇用に対する助成金の金額　　　635百万円
 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末株式数(株)

発行済株式 　 　　 　 　　

 普通株式 22,142,106 － － 22,142,106

合　計 22,142,106 － － 22,142,106

自己株式 　 　 　 　

 普通株式(注) 1,444,024 140 － 1,444,164

合　計 1,444,024 140 － 1,444,164

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　　　
(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成24年５月25日
取 締 役 会

普通株式 1,241 60 平成24年３月31日 平成24年６月11日

平成24年11月６日
取 締 役 会

普通株式 1,324 64 平成24年９月30日 平成24年11月27日

 
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成25年５月24日
取 締 役 会

普通株式 1,345 利益剰余金 65 平成25年３月31日平成25年６月10日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的で安全性の高い預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入及び短期社債（コマーシャル・ペーパー）の発行による方針です。デリバティブは、外

貨建取引の為替相場変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、投機的な取引は行わない方針

です。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して

は、取引先与信管理規程に従い、取引先ごとの与信限度額管理及び残高管理を行うとともに、全ての

取引先の信用状況を、定期的に信用調査書等にて把握する体制としています。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の取引関係を有

する企業の株式であり、毎月末に時価を把握し、経営者に報告しております。

営業債務である買掛金の支払期日は、全て６ヵ月以内です。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（主に５年以内）は主

に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されています。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した為替予約取引であります。デリバティブ取引の執行・管理については、社内規程に従って行って

おり、また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金

融機関とのみ取引を行っています。

　

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。
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（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 　14,060 14,060 －

(2)受取手形及び売掛金 　36,450         

貸倒引当金（*） 　△16         

　 　36,434 36,434 －

(3)リース債権及びリース投資資産 　18 18 －

(4)未収入金 　2,245 2,245 －

(5)投資有価証券 　            

その他有価証券 2,790 2,790 －

資　産　計 　55,549 55,549 －

(1)買掛金 　21,051 21,051 －

(2)短期借入金 　15,066 15,170 104

(3)コマーシャル・ペーパー 　15,000 15,000 －

(4)リース債務（流動負債） 　2,695 2,806 110

(5)未払金 　4,247 4,247 －

(6)未払法人税等 　2,692 2,692 －

(7)未払消費税等 　246 246 －

(8)長期借入金 　19,728 19,685 △43

(9)リース債務（固定負債） 　7,931 7,841 △90

負　債　計 88,659 88,740 81

（*）受取手形及び売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)リース債権及びリース投資資産、(4)未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。なお、受取手形及び売掛金については、貸倒引当金の個別引当及び個別に信

用リスクを把握することが困難な先について、一括貸倒引当金を信用リスクと見做し、時価を

算定しております。

(5)投資有価証券

これらの時価は、取引所の価格によっております。
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　負　債　
(1)買掛金、(3)コマーシャル・ペーパー、(5)未払金、(6)未払法人税等、(7)未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。　

(2)短期借入金、(8)長期借入金
固定金利による借入金については、ＤＣＦ法を用いた（割引金利を「リスク・フリー・レート
＋スプレッド」とする計算方法）将来キャッシュ・フローの現在価値を合計し、時価を算定し
ております。変動金利による借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっ
ているため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4)リース債務（流動負債）、(9)リース債務（固定負債）
リース債務の時価については、ＤＣＦ法を用いて（割引金利を「リスク・フリー・レート＋ス
プレッド」とする計算方法）将来キャッシュ・フローの現在価値としたものを合計し、時価を
算定しております。

　
（注）2．非上場株式（連結貸借対照表計上額597百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フ

ローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、
「資産 (5)その他有価証券」には含めておりません。　

　
７．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項　

当社及び一部の連結子会社では、広島県福山市その他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む。）
を有しております。
　

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項　

連結貸借対照表計上額（百万円） 時　　　　　価（百万円）

2,415 2,777

（注）1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

　　　2.当連結会計年度末の時価は、主として「固定資産税評価額」または「路線価」に基づいて自社で算
定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　
８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 3,703円92銭
(2) １株当たり当期純利益 427円41銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（平成25年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 　 負 債 の 部
科 目 金 額 　 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ｴ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

敷 金 ・ 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

68,035

13,380

12,093

18,287

12

13,087

62

2,318

5,976

1,793

650

385

△12

86,673

76,891

31,384

1,186

8,460

77

2,706

22,917

9,204

954

832

699

133

8,948

3,022

3,768

36

743

835

557

△16

　流 動 負 債 59,013
　 買 掛 金 13,596

　 短 期 借 入 金 11,188

　 コマーシャル・ペーパー 15,000

　 １年内返済予定の長期借入金 8,266

　 リ ー ス 債 務 2,569

　 未 払 金 4,538

　 未 払 法 人 税 等 2,309

　 未 払 費 用 813

　 賞 与 引 当 金 555

　 役 員 賞 与 引 当 金 73

　 そ の 他 102

　固 定 負 債 29,960

　 長 期 借 入 金 19,728

　 リ ー ス 債 務 7,510

　 退 職 給 付 引 当 金 1,568

　 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,076
　 そ の 他 75

　負 債 合 計 88,974

　 純 資 産 の 部

　株 主 資 本 65,205
　 資 本 金 13,150

　 資 本 剰 余 金 15,833

　 資 本 準 備 金 15,487

　 そ の 他 資 本 剰 余 金 346

　 利 益 剰 余 金 41,258

　 利 益 準 備 金 667

　 そ の 他 利 益 剰 余 金 40,591

　 別 途 積 立 金 15,200

　 繰 越 利 益 剰 余 金 25,391

　 自 己 株 式 △5,037

　評 価 ・ 換 算 差 額 等 528
　 その他有価証券評価差額金 528

　純 資 産 合 計 65,734
資 産 合 計 154,708 　負 債 純 資 産 合 計 154,708

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

  （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高     125,649

売 上 原 価     87,158

売 上 総 利 益     38,490

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     26,245

営 業 利 益     12,245

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 30     

受 取 配 当 金 111     

受 取 賃 貸 料 4     

受 取 手 数 料 138     

受 取 開 発 負 担 金 319 　

そ の 他 410 1,014

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 339     

そ の 他 129 468

経 常 利 益     12,791

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 5  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 30    

関 係 会 社 株 式 売 却 益 2 39

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 売 却 損 223     

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 　

そ の 他 33 258

税 引 前 当 期 純 利 益     12,572

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,700     

法 人 税 等 調 整 額 108 4,808

当 期 純 利 益     7,763

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

  (単位：百万円)

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

平成24年4月1日 残高 13,150 15,487 346 15,833 667 15,200 20,194 36,062 △5,036 60,009

事業年度中の変動額           

剰 余 金 の 配 当       △2,566 △2,566  △2,566

当 期 純 利 益       7,763 7,763  7,763

自 己 株 式 の 取 得         △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

          

事業年度中の変動額合計     － － － － － － 5,196 5,196 △0 5,196

平成25年3月31日 残高 13,150 15,487 346 15,833 667 15,200 25,391 41,258 △5,037 65,205

 

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成24年4月1日 残高 335 335 60,345

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当      　 △2,566

当 期 純 利 益      7,763

自 己 株 式 の 取 得      △0

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

193 193 193

事業年度中の変動額合計 193 193 5,389

平成25年3月31日 残高 528 528 65,734

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

　時価のあるもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定）を採用しております。

　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料及び仕掛品

月次総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定)を採用しております。

販売用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)を採用しております。

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定)を採用しております。

　

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を採用し

ております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建　　　　物　　　　15年～35年

　機械及び装置　　　　　　　８年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用

定額法を採用しております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して

おります。

③ 役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

　

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

２．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 73,187百万円
(2) 関係会社に対する金銭債権債務額

①短期金銭債権 9,073百万円
②長期金銭債権 356百万円
③短期金銭債務 8,911百万円
④長期金銭債務 －百万円

(3) 事業年度末日満期手形
事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当
事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含まれ
ております。

 受取手形 2,253百万円
(4) 当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結してお
ります。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメント契約の総額 41,100百万円
借入実行残高 6,800百万円

差引額 34,300百万円
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３．損益計算書に関する注記
 関係会社との取引高

関係会社に対する売上高 10,839百万円
関係会社に対する営業費用 50,724百万円
関係会社との営業取引以外の取引高 242百万円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 増 加
株 式 数 ( 株 )

当 事 業 年 度 減 少
株 式 数 ( 株 )

当事業年度末株式数(株)

普 通 株 式 （ 注 ） 1,444,024 140 － 1,444,164

合 計 1,444,024 140 － 1,444,164

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　
５．税効果会計に関する注記
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

(繰延税金資産)
未払事業税否認額 189百万円
賞与引当金 209百万円
たな卸資産未実現利益控除額 6百万円
退職給付引当金 553百万円
役員退職慰労引当金 382百万円
貸倒引当金 4百万円
未払費用否認額 228百万円
投資有価証券評価損 60百万円
減損損失 121百万円
関係会社株式評価損 9百万円
その他 184百万円

繰延税金資産小計 1,950百万円
評価性引当金額 △276百万円

繰延税金資産合計 1,674百万円
(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △187百万円

繰延税金負債合計 △187百万円

繰延税金資産の純額 　　1,486百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記
(1) 子会社及び関連会社等

種　類 会社等の名称
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社 エフピコ物流株式会社
所有
直接100％

当社製品の保管・配送委託
資金の貸付

当社製品の保管・配送(注2)
資金の貸付(注2)

11,355
5,400

未 払 金
短期貸付金

796
352

子会社 エフピコ商事株式会社
所有
直接100％

当社製品の製造に関わる原材料の供給
資金の貸付

当社製品の製造に関わる原材料の供給(注2)
資金の貸付(注2)

21,833
4,721

買 掛 金
短期貸付金

2,061
1,565

子会社 株式会社アルライト
所有
間接100％

資金の貸付 資金の貸付(注2) 3,416 短期貸付金 1,747

子会社 インターパック株式会社
所有
直接100％

資金の貸付
当社製品の販売

資金の貸付(注2)
当社製品の販売(注2)

6,063
3,217

短期貸付金
売 掛 金

1,049
1,582

子会社 エフピコチューパ株式会社
所有
直接100％

資金の借入 資金の借入(注2) 1,214 短期借入金 1,906

子会社 株式会社アイ・ロジック
所有
直接100％

資金の借入 資金の借入(注2) 3,412 短期借入金 830

　
(2) 役員及び個人主要株主等

種　類 会社等の名称
議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者との関係 取 引 の 内 容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びその近親者
が議決権の過半数を
所有している会社

株式会社ＨＹコーポレーション － 当社不動産の賃貸 土地の賃貸(注2) 11 前受収益 0

(注)1.上記（1）～（2）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が
含まれております。

 2.取引条件及び取引条件の決定方針等
①価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に、交渉により決定しております。
②貸付金の利息は、市場金利を勘案して、合理的に決定しております。
③借入金の利息は、市場金利を勘案して、合理的に決定しております。
④土地の賃貸料については、近隣の地代を参考にした価格によって決定しております。

 3.株式会社ＨＹコーポレーションは、当社代表取締役会長小松安弘が議決権の100％を所有している会社
であります。

　
７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 3,175円88銭
(2) １株当たり当期純利益 375円08銭
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月20日 

 株式会社エフピコ  

 取 締 役 会　御 中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 近 藤 敏 博

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 髙 木 政 秋
 

 
　

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エフピコの平成24年４月

１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内

部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算

書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当

と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算

書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策

定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続

が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統

制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正

な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、株式会社エフピコ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年５月20日 

 株式会社エフピコ  

 取 締 役 会　御 中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 近 藤 敏 博

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　 公認会計士 髙 木 政 秋
 

 　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エフピコの平成24

年４月１日から平成25年３月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監

査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保

証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ

る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

　また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討するこ

とが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第51期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人

等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし

た。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第

１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき

整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い

たしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当

該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項

は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　

 

 平成25年５月24日  

 株式会社　エフピコ　監査役会  

 

常勤監査役 唐 井 正 純 

常勤監査役 小 林 敏 朗 

常勤監査役 坂 田 幹 彦 

常勤監査役 中 居 敏 郎 
　

 

 (注)監査役坂田幹彦、監査役中居敏郎は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める
社外監査役であります。

 

以　上
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<メモ欄>
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＜ご参考＞ 　

会社の概況（平成25年３月31日現在）
　

社 名 株 式 会 社 エ フ ピ コ

　 F P  C O R P O R A T I O N
　 　

本 社 〒721-8607

　 広島県福山市曙町一丁目12番15号

　 TEL 084-953-1145（代表）
　 　

東 京 本 社 〒163-6036

　 東京都新宿区西新宿六丁目８番１号

　 新宿オークタワー36F

　 TEL 03-5320-0717（代表）
　 　

設 立 年 月 日 昭和37年７月24日
　 　

資 本 金 13,150,625,630円　

　
『復興特別所得税』に関するご案内

「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成

23年法律第117号）の施行に伴い、平成25年１月１日以降に支払われる上場株式等の配当等に係る所得税

に対し、以下のとおり追加課税されることになりましたので、ご案内いたします。

上場株式等の配当等に係る所得税に対し、平成25年１月１日から平成49年12月31日まで、復興特別所得税

として所得税額×2.1％が追加課税されることになります。

平成25年１月１日以降に支払われる上場株式等の配当等に係る源泉徴収税率は以下のとおりとなります。

　
平成24年12月31日まで

平成25年１月１日から

平成25年12月31日まで

平成26年１月１日から

平成49年12月31日まで
平成50年１月１日から

　 所得税 ７％ ７％ 15％（※） 15％

　 復興特別
所得税

－ 0.147％ 0.315％ －

　 住民税 ３％ ３％ ５％（※） ５％

合　計 10％ 10.147％ 20.315％ 20％

　（※）証券税制における軽減税率の適用終了による税率の変更です。

○源泉徴収が行われる場合の税率です。ただし、国内法人の場合は住民税が徴収されません。　
○ご案内は、上場株式等の配当等に係る復興特別所得税について、一般的な情報をご提供するために作成さ
れたものであり、ご案内の内容が当てはまらない場合もございます。詳細につきましては、最寄の税務署、
税理士等にお問合せください。

○ご案内は平成24年12月時点の情報をもとに作成しております。　
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　　 　 　 株 主 メ モ 　 　
　　 　 　 　 　

　　 　 　 　 　

　事 業 年 度　 ４月１日～翌年３月31日 　

　期末配当金受領株主確定日　 ３月31日 　

　中間配当金受領株主確定日　 ９月30日 　

　定 時 株 主 総 会　 毎年６月 　

　

　
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

　
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　

　同 連 絡 先　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

TEL　0120－094－777（通話料無料）

　

　

　

　上 場 証 券 取 引 所　 株式会社東京証券取引所

株式会社大阪証券取引所

　

　公 告 の 方 法　 電子公告により行う。

公告掲載URL　http://www.fpco.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故、その他やむを得ない事由

が生じたときは、日本経済新聞に公告いたします。）

　

　

　

（ご注意）

１．ご住所・お名前の変更、単元未満株式の買取請求、配当金受取方法の変更などについては、お取引のある

証券会社にお問合せください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関と

なっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。なお、

三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店でもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店でお支払いいたします。

４．大阪証券取引所は、平成25年７月16日付をもって東京証券取引所と市場の統合を行う予定のため、同日以

降当社の上場証券取引所は東京証券取引所になります。

　　




